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ロヒンギャ危機

イエメン 紛争

南スーダン 
紛争

アフリカの角地域
干ばつ

コンゴ民主共和国
武力衝突

マリ 紛争

中央アフリカ共和国 
紛争

ナイジェリアとチャド湖周辺地域 
紛争

カリブ海地域
ハリケーン災害

世界の人道危機
（2017年末時点）

シリアと周辺国 
紛争・難民ヨーロッパ 

難民・移民危機

頻発する干ばつ、砂漠化、
スーパー台風、豪雨など、増
加している災害は、やむなく
移動を強いられる人、食糧
危機にさらされる人が増え
る原因にもなっています。

HIV/エイズ検査の検体を都市の病院に届けるドローン。
（マラウイ）ユニセフと企業が協力している。

地表の7割を占める海。津波や台風など大きな災害を
もたらすこともありますが、日々の食事に欠かせない
海産物を供給するだけではなく、豊かな生態系や海水
温が気候の安定に大きな役割を果たしていることも
分かっています。
近年、大量のごみや汚染物質の海への流出、資源の乱
獲、海洋酸性化、サンゴ礁やマングローブ林の減少、
海水温の上昇など、海洋は危機的な問題に直面して
います。人類共通の財産である海洋の豊かさを守り
利用することは、SDGsの１７の目標のどれとつながっ
ているか考えてみましょう。

人口増加、製造業、水力発電、生
活用水への水需要の増加、気候変
動による利用可能な水資源量の
変化などにより深刻な水不足が起
きています。水資源の取り合いが
紛争に結び付く危険もあります。

特に途上国の都市部で
深刻な大気汚染が発生
しています。

プランテーションや土
地の開発のために、熱
帯雨林や森林が伐採さ
れ、動植物が絶滅した
り、生物多様性が失わ
れたりしています。

原子力発電には温室効
果ガスを排出しない利
点がある一方で、放射
性廃棄物の処分という
課題があります。

大気中の温室効果ガスが増え続
けています。温暖化による海面上
昇が島嶼国や沿岸部に大きな影
響を与えています。また、感染症を
媒介する生物の生息域が広がり、
例えば、マラリア、デング熱、ジカ
熱など、蚊が媒介する病気の感染
地域が広がることも懸念されてい
ます。

自然災害の被害を減らすための備えと、被害から少しでも早く復興する
力が世界で注目されています。
災害が多く、長年防災に取り組んでいる日本には、様々な技術や仕組
み、経験があります。これらを世界の自然災害被害の減少に役立ててい
くために防災に関する国際協力が活発に行われています。これまで3回
の国連防災世界会議が横浜・神戸・仙台で開催されるなど、世界の防災
力強化のために日本は多くの貢献をしています。
福島県相馬市では、2011年の震災の経験を子どもたちが「生きる力」
を学ぶ機会として活用しようと「ふるさと相馬子ども復興会議」を開きま
した。子どもたちがふるさとの今と未来
を考えて学習、将来の災害の可能性を
知り、ふるさとの備えの有効性を検証し
ています。仙台で開催された国連防災
世界会議のパブリックフォーラムでは、
相馬市立飯豊小学校の6年生がその取
り組みを発表しました。

今地球上で起こっている気候変動や環境問題。どのような課題と結び付いているでしょう？

日本のBOSAI（防災）を世界で役立てる
災害に備え、復興する力を

「海洋」の恵みは
何とつながっている？

買い物の時など、こんなマークのついた商品を見たことがありますか？
それぞれどのような商品であることを示しているか調べてみましょう。

このマークはどんな意味？
二酸化炭素など温室効果ガスを削減するための国際
的な枠組み（パリ協定）ができました。日本も参加し、政
府は、環境にやさしい暮らしを後押しし、太陽光など再
生可能エネルギーの利用を進める仕組みを作り、ま
た、企業を中心に省エネ技術や環境保護技術の開発も
進んでいます。
製品の生産や流通の過程で生まれる廃棄物や二酸化
炭素、使用するエネルギーや資源の量を減らし、環境
への負荷を少なくするために積極的に取り組み、
SDGs達成への貢献を掲げる企業も増えています。関
心のある企業のホームページを見て、どのような取り
組みがあるか、調べてみましょう。

政府・企業の連携で環境に
やさしい持続可能な社会を作る　

住民の移動を余儀なくさせる災害の年間発生件数（1970～2013）

03 地球環境を守ろう！

グラフ：Unless we act now: The impact of climate change on children, UNICEF, The Internal Displacement Monitoring 
Centre (IDMC), Disaster-related displacement risk: measuring the risk and addressing its drivers, 2015 
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アブラヤシから採れるパーム油。菓子など様々な加工食品や洗剤に使われています。原材料に「植
物油脂」と表示され気づきにくいのですが、私たちはこの便利な油を日々摂取しています。同時に
パーム油の生産のために広大な熱帯雨林が伐採されていることもあまり知られていません。アブ
ラヤシの栽培に適した赤道下のマレーシアやインドネシアの熱帯雨林には、ゾウやオランウータン
をはじめ多種多様な動植物が生きています。熱帯雨林は、パーム油生産のため広大なアブラヤシ
のプランテーションに変わり、動植物は生きる場を奪われ、多様性は失われています。問題の解決
に向けて、パーム油の生産者に加え、油を売り、買う企業やNGOなどが一緒になって、持続可能な
形でパーム油を使えるようにするための取り組みが2000年代に入って活発になっています。
私たちはどのようなものを食べ、使っているのか、調べてみましょう。

パーム油をめぐる話

推定1億5,200万人
の子どもたちが働
かされています。※1

多くが十分な教育
を受けることができ
ず、そのため大人に
なってからも貧困か
ら抜け出すのが難し
くなります。

SDGsは、平和で、暴力や差別のない世界を目指しています。
　　　　　　　　　　　　現在の世界には、どのような問題があるでしょう？

児童労働

日本は、世界各地で、①社会資本の復興、②経済活動の復興、③政府
の統治機能の回復、④治安強化 を柱に平和構築を支援しています。
例えば、40年近く紛争が続いたフィリピン南部のミンダナオ島では、
和平交渉プロセスに貢献し、和平合意後は、新たな自治政府の体制づ
くり、人々の生活の向上、中長期の地域開発を支援しています。

平和と安全・安心社会の実現

暮らし 紛争下に暮らす子どもたちは、恐怖にさらされ、健康に育つ機会や教育を受
ける機会を奪われています。紛争下の約2,700万人が学校に通えていません。※6

巻き込まれる子ども 戦闘員、料理係、スパイ役、メッセンジャーなどとして武力
紛争に巻き込まれている子どもは、世界で数万人いると推定されています。
移動する子ども（移民・難民） 2015年には約5,000万人の子どもが故郷を奪
われ、うち約2,800万人は紛争が原因でした。※7子どもだけで国境を越える数
も増加していて、2015～16年には約80カ国で少なくとも30万人。※8移動に
は海での遭難、人身売買や暴力など多くの危険がともないます。

世界の紛争と子どもたち

02 暴力や差別をなくそう！

世界では５歳未満の約４人に１人が、出生登録されてい
ません。出生登録がないと、保健サービスや教育が受け
られないことや、児童労働につながることもあります（な
お、日本では無戸籍の子どもであっても、様々な支援が
行われています）。ウガンダでは、ユニセフが協力して携
帯電話を活用した出生登録の仕組みが導入され、登録
率が2011年の30％から2016年には推定69％に改善
しました。※9また、紛争や災害時に、家族と離ればなれに
なってしまった子どもの保護・再会にも、携帯電話を使っ
た仕組みが使われています。

イノベーションで子どもの課題を解決

虐待 2～4歳児の約4分の３が、家庭内で体
罰や精神的虐待を受けているとの調査結
果があります。※3日本でも、子どもが虐待
される事件が報道されることがあります。
ネットの危険 インターネットは差別的
な書き込みやいじめの場にもなりま
す。また、日本で年間1,500人以上の
子どもがSNS等を通じて性犯罪等の
事件に巻き込まれています。※4

いじめ 13～15歳の子どもの約3人に
1人がいじめを経験しているとの調査
結果があります。※5

開発途上国の多くのお母さんと赤ちゃんが直面している問題にかかわるデータ
＜産前・産後のケアの不足＞妊娠・出産中の合併症が原因で死亡する女性は年間約28万9,000人も
います。※7

＜栄養不良＞世界の5歳未満児の22.2%（1億5,100万人）が日常的に栄養を十分に取れず、発育阻
害の状態にあります。※8 乳幼児期の栄養の不足は、身体だけでなく知能の発達も遅らせ、その影響は
生涯にわたるものとなります。

わたしたちの日常にある
子どもへの暴力

15歳未満で結婚した女性が世界に推定2億
5,000万人います。※2妊娠・出産のリスクが
高まるほか、教育機会が奪われることなどに
より将来や次世代にも影響が及びます。

児童婚

性別を理由に機会の不平等が起こることがあります。例えば、教育を
受けられる女子の割合が男子よりも低い国も多くあります。また、国
会議員に占める女性の割合は世界的に低く（2017年12月時点で、世
界平均は23.6%（日本は10.1%）※9）、男女が意思決定の過程に積極
的に参画し、多様な意思が政治や政策に反映されていくようにするこ
とはとても重要です。日本政府も「社会のあらゆる分野において、
2020年までに、指導的地位に女性が占める割合が、少なくとも30％
程度となるよう期待する」との目標を掲げ、取り組みを進めています。

世界には、性別、障がい、人種、民族、社会的立場、宗教
など様々な理由で差別される人々がいます。差別は暴
力にもつながりやすく、差別をなくすため、条約や法律
などが作られ、取り組みが進められています。児童の
権利に関する条約（子どもの権利条約）は、どのような
理由でも子どもは差別されないことを定めています。

様 な々差別

日本は、乳児死亡率が世界で一番低い国の一つです。一役買っているのが「母子健康手帳」。妊娠・出産から赤ちゃんが6歳になるまで、
母子が継続してケアを受けるための健康記録です。予防接種や健診、成長のようすが一目でわかり、問題があったときにも早く発見し、
対処することができます。
日本は政府開発援助（ODA）を活用して20年ほど前から、アジア・アフリカ諸国で母子健康手帳を広める国際協力を進めています。お母
さんや家族の保健の知識を向上させ、妊産婦と乳幼児の健康状態を改善していく。母子健康手帳にはそんな知恵が詰まっています。
生まれる環境は誰も選ぶことができません。自分ではどうしようもないことで、将来の制約を受け
る、そんな不平等を克服するための、ひとつの取り組みです。

生まれる環境は選ぶことができない。世界にはどのような不平等があるのか見てみよう。

格差や貧困は、途上国だけでなく、日本も含めた先進国の中でも問題になっています。

世界の赤ちゃんとお母さんを守る日本発祥の「母子健康手帳」

01 不平等をなくそう！

先進国の子どもたちの状
況を子どもに関連の深い
SDGsの目標について比較
したユニセフの調査によれ
ば、日本は貧困の撲滅につ
いては23位（37カ国中）、
格差の縮小については32
位（41カ国中）でした。※10

医療、安全な水や衛生、十分な栄養など、世界には「生きていく上で最低限必要なものを手に
入れられるかどうか」にさえ不平等があります。そうした不平等を、企業が持っている技術力や
専門性を生かして克服しようとする取り組みが広がっています。
例えば、貧しい人でもまかなえる価格で設置できるトイレや安価な医薬品の開発と普及、マラ
リア予防の蚊帳の開発、貧しい地域での浄水・給水事業、乳幼児の栄養改善食の開発など、日
本企業も様々な社会課題の解決に取り組んでいます。
携帯電話やドローン、衛星技術など、企業が開発する新しい技術も、こうした課題解決にますま
す貢献すると期待されています。

企業の力で社会の課題を解決

© 日本ユニセフ協会

©SARAYA_Taketani

© NICEF/UN076310/Jung Thapa

世界には多くの紛争があり、その原因は様々です。これまでに学
んだ紛争がどのような要因で起きたのか思い出してみましょう。

日本のように安全な水を
必要な時に家で利用でき
ない人が21億人。このう
ち1億5,900万人は池や
河川、用水路などの水をそ
のまま使って
います。※5

日本でも、
差別をなくすために…
外国人への差別とも受け取れ
る応援が問題となったサッ
カーチームは、「差別撲滅」を
宣言し、チームとサポーターが
協力して取り組んでいます。

先進国の貧困を表すの
によく使われる「相対
的貧困」と、発展途上国
の貧困を表すのによく
使われる「絶対的貧困」
にはどのよ
うな違いが
あるかな？

2013年、紛争中のシリアから家族とともにヨルダンに逃れたマズー
ン・メレハンさん。「教育こそが人生の鍵だとわかっていたので、国を
出る時に持っていた唯一の荷物は、教科書でした」
難民キャンプで暮らし、シリア難民の子どもたちが児童婚や児童労
働を強いられるのを見て、キャンプ内の
テントを訪ね歩き、子どもを学校に通い
続けさせるよう親たちを説得しました。
2017年、19歳でユニセフの最も若い親
善大使に任命され、紛争下の特に女子の
教育の重要性を訴え続けています。｠

難民の少女、自ら親たちを説得

目標目標

▶▶ 目標

目標

JICA（国際協力機構）が支援するパレスチナの母子
健康手帳

5歳になる前に亡くなる子どもが多い国 赤色  黄色 はどのような国でしょう？赤色  黄色

年間560万人の子ど
もたちが5歳の誕生
日を迎える前に亡く
なっています。※15秒
に1人、世界のどこか
で幼い命が失われて
いるのです。

▶▶ 目標

排泄物を衛生的に処理で
きるトイレが家にない人は
4 5億人。このうち8億
9,200万人以上が、草むら
など屋外で用を足していま
す。※6

▶▶ 目標

6,100万人の小学校
就学年齢の子どもた
ちが、学校に通えずに
います。※2「女の子だ
から」「貧しいから」
「障がいがあるから」、
理由は様々です。

▶▶ 目標

世界の人口の10.7%の人々は、極度の貧困状態*の下で暮らして
います。※3特に南アジアとサハラ以南のアフリカに、極度の貧困
の中で暮らす人々が集中しています。また、その半数は子どもで
約3億8,500万人近くにのぼります。※4　
*国際基準で定められた1日1.9米ドル未満の生活

▶▶ 目標

5歳未満児死亡率
（出生1,000人あたり）
■10人未満　
■10～49人　
■50～99人　
■100人以上　
■データなし 

（世界子供白書 2017）
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